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令和３年度 学校経営報告書（自己評価） 
 

学校番号 42 学 校 名 静岡中央高等学校（定） 校 長 名 杉山 忍 

 

本年度の取組（重点目標はゴシック体で記載） 

柱 取組目標 成果目標 達成状況 評価 成果と課題 
担当 

部署 

ア 

・ＩＣＴ活用

等により興

味関心を引

き出す授業、

わかる授業

の実践 

・生徒の実態

に対応した

履修指導体

制の改善 

・ＩＣＴ活用等に

より「授業がわか

る」生徒 75％以

上を維持する 

・履修率が 75％以

上になる 

・授業においてＩ

ＣＴを活用した教

員が 100％となる 

・生徒の意識を

高め、昨年度よ

り高い履修率

77.5％を達成し

た。 

 

・関係各課の連

携、ＩＣＴ活用

推進委員会によ

る、ＩＣＴ活用

について研修を

実施した。 

Ａ 

・普通教室常設のプロジェ

クターや chromebook 等の

ＩＣＴ機器を使用する教

員は確実に増えているが、

活用する教員100％には至

っていない。 

・ＩＣＴによる指導に適し

た教材や指導方法を各教

科で検討したり、ＩＣＴ活

用推進委員会を計画的に

開催したりして、ＩＣＴ活

用に関する情報を発信し

共有する必要がある。 

教務 
 
研修 
 
各教科 

・生徒の学力

向上に向け

た授業改善 

・測定ツール等で

把握した学力に基

づき、授業改善に

取り組んだ教員が

90％以上になる 

・国語、数学、

外国語の各教科

で、学力の測定

を目的とした独

自テストを実施

した。 

Ｂ 

・年度当初の測定結果をも

とに、習熟度別のグループ

編制や授業内容の検討に

活用した。 

・定時制在籍生徒の「個別

最適な学び」の在り方につ

いて継続的に検討する。 

教務 

 

各教科 

・進路意識を

高め、早期に

準備を始め

る進路指導

体制の整備 

・進路の情報を積

極的に活用し主体

的にキャリアデザ

インに取り組んで

いる生徒が増加す

る 

・外部機関や各

年次と連携しな

がら総合的な学

習（探究）の時

間・特別活動等

の時間を活用し

て、計画的にキ

ャリア教育・キ

ャリア支援を推

進した。 

Ｂ 

・進路に係る様々な活動に

ついて、生徒の評価は概ね

良好であった。校内外の連

携が持続可能なものもの

となるよう、連携のあり方

を再度検証し、修正・拡充

を図りたい。 

・進路ノートを改訂し、そ

の活用の促進を図る。 

・生徒が進路室を利活用す

る機会を促進する。 

進路 

 

年次 

・次期学習指

導要領実施

に向けて生

徒の実態に

応じた教育

課程の実施 

・評価基準を決定

し、令和 4 年度の

シラバスを前期中

に完成させる 

・月 1回の教科会

議を計画的に行

い、期限内に評価

基準を決定する 

・教育課程の新

旧対応表が完成

し、今後科目に

よって旧教育課

程から新教育課

程に切り替わる

際にも対応でき

る準備を整え

た。 

Ａ 

・教育課程の年度別進行の

方向性が確定せず、前期中

のシラバス完成は実現で

きなかった。後期の途中、

履修指導開始時には完成

し、全生徒に配布した。 

・毎月教科会議を開催し

た。各教科主任が会し、新

教育課程の対応等につい

て検討するよい機会とな

教務 

 

各教科 
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った。 

イ 

・時代の変化

に応じた教

育を実現す

るための教

職員の資質

向上と研修

広報の充実 

・研修成果が教育

活動の改善に役立

ったと答える教職

員の割合が 70％以

上になる 

・感染対策の影

響で各種研修会

が WEB研修等に

切り替わったこ

とで、勤務時間

を有効活用する

職員が増えた。 

Ｂ 

・本年度、定期訪問を活用

し、授業参観の機会を確保

することができた。 

・中堅教諭（採用から経験

年数 11 年目の研修者）が

他教諭の授業を積極的に

参観できるような授業研

究の仕組みを整備する。 

研修 

・特別な教育

的支援に関

する理解の

促進と連携

体制の強化 

・学期末、年度末

の情報共有作業が

職員間に定着し、

共通理解が深まる 

・情報のデータ

ベース化により

随時収集・発信

し共有化が図ら

れている。SC・

SSW・保健室との

連携強化、精神

科医への相談事

業の定着に加

え、発達障害者

支援センターの

サポートを受

け、特別な教育

的支援に関する

理解が進み、そ

の後の生徒支援

が一層深まっ

た。 

Ｂ 

・特別支援教育 Co を中心
に授業支援体制が整って
きている。また、管理職、
担任、年次主任、教育相談
担当、養護教諭、SC、SSW、
精神科医との情報共有を
図ることで、共通認識を持
ち、チームを組み役割を分
担した生徒対応ができつ
つある。更に、学校全体で、
「配慮から具体的な支援」
へ、「在学中のみならず卒
業後を見通した切れ目の
ない支援」へと繋げていく
ための検討が必要である。 
・合理的配慮の適用範囲に
関する教職員間の共通認
識、対象生徒の増加による
ゼミ担任や教科担当の負
担軽減が、今後の課題であ
る。 

教育 
相談 
 
保健 
 
情報 
 
年次 

 

・心の栄養と

なる読書活

動の推進 

 

・図書室利用者数

１日平均 70人以上

になる 

・新型コロナ対

応による座席数

の半減等によ

り、図書室利用

者数１日平均

44.7人に留まっ

た（昨年度53.1

人）。 

 

Ｂ 

・第２回発行「図書館だよ

り」に「先生方のおすすめ

の１冊」を掲載、７月月別

貸出冊数は前年度15％増。 

・履修指導期間等における

「図書室ガイダンス」を再

開し、図書室利用方法の周

知を図る。 

・昼の放送やデジタルサイ

ネージ等を活用し、図書室

活用に関する積極的な広

報活動を検討する。 

図書 

ウ 

・生徒会・部

活動の活性

化 

・文化祭の生徒の

満足度が 90％以上

になる 

・部活動に意欲的

に取り組んでいる

生徒が 70％以上に

なる 

・文化発表週間

の生徒の満足度

は96.3%であっ

た。 

・部活動に加入

し、実際に活動

している生徒の

意欲は高い傾向

にある。 

 

Ａ 

・コロナ禍での制限はあっ

たが、動画や実演、装飾な

ど、昨年より部門が増えた

ことで、より多くの生徒の

参加につながった。 

・コロナ禍明けの文化祭の

在り方、より多くの生徒が

参加でき、高校生活の思い

出となる文化祭企画の工

夫が課題。 

生徒 
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・部活動により活動の差が

大きく、生徒の意欲を引き

出し切れていない。結果だ

けでなく、活動の様子を、

学校ＨＰで紹介していく。 

・食習慣や健

康に関する

正しい知識

を持たせる 

・朝食摂取率が向

上する 

・薬物、飲酒、喫

煙の依存性を理解

できている 

・朝食摂取率

74.1％。学校全

体で、前年度比

0.3％増加した。 

・ＩＣＴを活用

した薬学講座を

実施した。 

Ｂ 

・入学当初は90％近くあっ

た朝食摂取率が、１・２年

次で減少する傾向があり、

啓発や意識改善のための

継続的な指導が必要であ

る。 

保健 

・豊かな心と

健康な身体

の育成 

 

・基本的な生活習

慣の確立、学校内

の環境の整備がで

きている 

・登校時の正門

での継続指導の

成果か、少しず

つ生徒から挨拶

ができるように

なってきた。 

・昼休みや夕休

みなど落ち着い

て過ごす生徒が

増えている。 Ｂ 

・挨拶だけでなく、時間を

守ることも生徒自身でで

きるようにしたい。 

・睡眠、食事、運動につい

て「保健室だより」や保健

室前の掲示を通して啓発

を図ったが、基本的生活習

慣が確立されていない生

徒が多い。本校の生徒に求

める「基本的な生活習慣」

を整理し、共通理解を図り

たい。 

・ゼミ担任の思いが生徒に

通じず、保護者との連携も

薄い。授業や学校生活で全

ての教職員で生徒を指導

していく意識が必要であ

る。 

各ゼミ 

 

生徒 

 

保健 

エ 

・いじめの未
然防止 
・人権意識の
高揚 

・いじめ事案の発

生をゼロ件、学校

生活が安全で安心

できると答える生

徒 85％以上とする 

・いじめ事案は

ゼロ件。 

 

・生徒個々の実

情や「困り感」

等に寄り添った

対応をすること

で、落ち着いた

学校生活につな

がった。 

 

Ｂ 

・生徒間暴力や校内での窃

盗があり、生徒が安心安全

に学校生活を送ることが

できる環境に至っていな

い。 

・授業やゼミで継続的に人

権意識の向上や情報モラ

ルに関する指導を行う。 

・個々の生徒へのきめ細や

かな対応と、全校生徒に対

して啓発等の働きかけを

し、誰にとっても安心でき

る居心地の良い学校づく

りをしていく。 

・教職員間で生徒の情報を

共有（＝会話）し、「横の

協働」関係を構築する。 

生徒 

 

研修 

 

教育 

相談 

 

年次 

・防災教育、

安全教育、環

境教育の推

進 

・南海トラフ地震、

Jアラート等の記

載事項を最新の内

容に更新する 

・「学校防災計画

書」及び「危機

管理マニュア

ル」に最新の内

Ｂ 

・防災訓練(地震・火災に

よる避難)を10月に、防災

倉庫の確認と防災用品の

更新を５月に実施した。 

総務 
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容を記載した。 

 

・避難場所の選定、防災用

品の備蓄方法や非常食の

内容を検討する。 

・情報処理シ
ステムの安
定稼動 

・在校生の履修指
導に関するマニュ
アルを完成させる 

・ゼミ担任用の

履修登録手続き

資料を提供し

た。 
 

Ａ 

・履修登録における作業工

程が確立されてきた。 

・全ての担当者が他の分担

の作業も理解した。ただ

し、今後の人事によっては

まだ不十分な面も残った。 

情報 

・施設設備の
保全に努め、
安心安全な
教育環境の
整備 

・校内での事故件
数をゼロにする 

・体育館外壁修

繕他工事を約半

年間実施。安全

のうちに工期を

終えた。 

Ａ 

・校舎の老朽化が進み修繕

箇所が年々増加している

ため、優先順位を決めて実

施する必要がある。 

事務 

オ 

生涯学習講
座・科目履修
制度の一層
の充実 

・生涯学習講座・
科目履修制度の再
開に向けた準備を
継続する 

・昨年度に引き
続き科目履修
生・生涯学習講
座は募集中止と
なった。 

Ｃ 

・コロナ禍の影響により、

安全な実施が困難と判断

し、来年度も募集中止とす

る予定である。 

生涯 

学習 

・PTA 活動の
強化と保護
者への支援
（啓発）活動
の実施 

・保護者等への適
切な情報提供を行
う 

・地区懇談会を

３地区で実施

し、保護者間で

子供たちに対す

る共通の悩み等

意見交換ができ

た。 

Ｂ 

・コロナ禍、最低限ではあ

るが、保護者間の直接的な

交流活動が実施できた。 

・その一方で、保護者間又

は保護者と教職員のコミ

ュニケーションを図るこ

との難しさを感じた。 

総務 

・入学希望者
の発掘と情
報提供の充
実 

・入学者選抜志願
者数が定員以上に
なる 

・令和３年度 

秋季選抜の志願

者は28人。 

・令和４年度春

季選抜の志願者

数は未定。学校

説明会への申込

者数は、300人前

後(募集定員216

人) 
 

Ｂ 

・最新の入試関連情報を学

校ホームページに随時掲

載した。TwitterなどのSNS

ツールを使った情報発信

の活用を検討したい。 

・学校案内、学校説明会チ

ラシを全面改定した。入学

希望者が知りたい情報を

掲載できるよう、改善を図

る。 

・コロナ禍での安全な実施

のため、学校説明会参加者

に事前申込をお願いした。

結果、来校者数の把握、不

測の事態に対する事前対

応等に有効だった。 

・学校説明会時に上映する

学校紹介用ＤＶＤの刷新

を図りたい。今後、学校の

規則等が変更されていく

可能性があるため、情報発

信の際には注意が必要で

ある。 

管理職 

 

年次 

 

教務 

 

総務 

カ 
・10年後を見
据えた学校

・将来構想委員会
(ＰＴ含む)が月１

・日々の業務と

その対応に追わ
Ｃ 

・長期目標と短期目標、俯

瞰的視野と微視的視点の
関係 

各課 
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改善・改革 回以上開催される 
・短期的に解決す
べき学校体制の見
直しの必要性を全
職員が共有する 
・今後 10年を見据
えた学校のグラン
ドデザインを学校
全体で考える環境
が整う 

れ、今後10年を

見据えるといっ

た俯瞰的な視点

での業務遂行に

は至らなかっ

た。 

いずれも意識する必要が

ある。その上で、分掌を横

断して業務内容の見直し

や精選をしていくことが

大切であると考える。 

 

・多忙化の解
消 

・定時出退勤日の
履行率が増加する 
・外部人材の活用
実績が増加する 

・時間外在校等
時間が月 80時
間を超える教員
はいない。 
・SC、SSW、精神
科医の積極的な
活用により、生
徒や保護者の対
応に関して有用
な助言をいただ
くことができ
た。 

Ｂ 

・一部運営委員で時間外在

校等時間が月 45 時間を超

える教員がいる。 

・いずれの専門家も生徒支

援において必要不可欠な

存在である。次年度以降

も、今年度を下回らない時

間数での配置を切に願う。 

関係 

各課 

 


